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第1 はじめに

民事執行法・民事保全法・倒産法の分野は、いわゆる最先

端の分野というわけではありません。ただ、意外と誤解をしや

すい箇所が多いです。最先端の分野については、判例や論文

などを研究する機会が多いです。それと比較すると、民事執

行法・民事保全法・倒産法の分野は、何となく分かった気に

なって、実は重要な問題を誤解していることに気づくこともあ

ると思います。専門的に法学を学ぼうとする学生でも、民事

訴訟法は受講するものの、民事執行法・民事保全法・倒産法

の受講者数はかなり少ないのが実情です。

そこで、今回は、これらの法分野の知識を悪用した「巧みな

罠」に注意すべき事例を紹介します。対話形式による記載を

します。Ｑ（Ｑuestion）が問題提起をして、Ａ（Ａnswer）が回

答をするという議論を通じて、色々な角度から問題点を掘り

下げていきます。

第2 「巧みな罠」の事例検討

 ■ 債務者破産を契機とする「権利の逆転現象」

Ａ：「巧みな罠」を検討する前提として、債務者破産を契機と

する「権利の逆転現象」について議論をしましょう。

Ｑ：「権利の逆転現象」という衝撃的なテーマですね。最初は

優先していた権利が、債務者破産を契機に劣後する権利

に転落するということですね。

Ａ：そのとおりです。優位する権利と劣後する権利が、債務者

の破産によって逆転するということです。

Ｑ：債務者が破産したからといって、優先していた権利は、少

なくとも相対的に優先する地位を維持できるのではない

ですか。

Ａ：そうではありません。これに関連して注意を要する問題が

生じます。それでは議論を始めましょう。

 ■ 「Xによる仮差押登記」の直後に設定された

　　「Zによる譲渡担保を原因とする所有権移転登記」

Ａ：XがYに貸金債権があるとします。Xはこれから貸金返還

請求の訴えを提起する予定です。仮にXが勝訴しても、Y

の資産状態によっては債権の回収に困難を来たします。

Yに所有不動産Pがあることが判明したとして、Xとしては

どうしますか。

Ｑ：Ｙの不動産に仮差押命令を得て仮差押登記をします。
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Ａ：そうですね。権利の保全ですね。その直後にＺがＹに対し

て貸金債権を有するとして譲渡担保権設定契約をして、Ｐに

対して譲渡担保を原因とする登記をしたとします。どのよ

うな登記をしますか。

Ｑ：譲渡担保権設定登記ではないですか。

Ａ：譲渡担保権設定登記ですか。

     所有権移転登記ではないですか。

Ｑ：そうでした。譲渡担保を原因とする所有権移転登記で

した。Ｚの譲渡担保はＸによる仮差押登記の後に設定さ

れています。本執行である差押登記はされていません。差

押登記の前段階の仮差押登記には、どのような効果があ

りますか。

Ａ：仮差押えの効力にも差押えと同様の効力があり、仮差押

えにも処分禁止効があります（民事保全法47条5項、民

事執行法46条2項）。Ｚの譲渡担保は、Ｘの仮差押登記

の後に設定されています。ＺはＸに対しては譲渡担保権

の効力を主張できません。

Ｑ：Ｘは一般債権者であり担保権者ではありません。これに

対してＺの権利は一般債権に優先する担保権です。それ

なのに、Ｚは自己の担保権を一般債権者であるＸに主張

できないのですね。

Ａ：仮差押登記後に債務者が行った処分は「相対的無効」に

なり、「債務者の処分」をＸに主張できなくなります。

Ｑ：「債務者の処分」というのは、債務者ＹによるＺに対する

譲渡担保権設定行為ということですね。「Ｘに主張できな

い」というのは、Ｘに対する関係で「相対的無効」なので

あって、絶対的無効なのではないということですね。

Ａ：そのとおりです。仮にＸが仮差押えの申立てを取り下げた

とします。そうすると、Ｚの譲渡担保権を、仮差押登記の

なくなったＸに対して主張できるようになります。

Ｑ：Ｘが貸金返還請求訴訟で勝訴の確定判決を得て、これを

債務名義としてＰに対する本執行である強制執行をした

とします。Ｘの債権が5000万円、Ｚの債権が7000万円、

Ｐの強制競売（民事執行法45条1項）により3000万円

が配当可能になったとすれば、Ｘが3000万円の配当を

受領して終了ですね。

Ａ：Ｚは譲渡担保権をＸに主張できないので、そうなります。

 ■ 債務者Ｙの破産によるＸとＺの「権利の逆転現象」

Ａ：「権利の逆転現象」の問題に入りましょう。Ｘによる強制

競売の手続中に、債務者Ｙに破産手続開始決定があっ

た場合の議論をしましょう。

Ｑ：Ｘの貸金債権は破産債権（破産法2条5号）になります。

Ｘが実行している強制執行は破産債権によるものです。

破産による影響がありますね。

Ａ：破産債権は個別の権利行使が禁止されます（同法100条

1項）。個別の権利行使が禁止される結果、破産手続開始

時にすでにされている強制執行も失効します（同法42条

2項本文）。

Ｑ：Ｚの譲渡担保権の被担保債権は破産債権です。しかし、

譲渡担保は担保権なので別除権として、破産開始後にも

権利行使が可能ですよね。

Ａ：Ｚの譲渡担保権は、別除権として破産手続によらずに権

利行使が可能です（同法2条9号、65条1項）。その結果、

Ｚは担保不動産競売（民事執行法180条1号）を実施し

て、優先弁済を受けられます（破産法100条1号の「特

別の定め」に該当）。

Q：そうすると、Ｐの担保不動産競売による3000万円は、全

てＺに配当されるのですね。Ｘの権利とＺの権利は完全

に逆転しますね。

Ａ：これが「権利の逆転現象」です。
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 ■ 「権利の逆転現象」を悪用する「和解提案」の「罠」

Ａ：それでは、「権利の逆転現象」を悪用する「和解提案」の

「罠」という本題に入りましょう。Yの破産がなければ、Pの

競売による配当金から、Xが全額の配当を受けられまし

た。Yが破産すると、Zが全額の配当を受けて、Xはゼロに

なってしまいます。これが「権利の逆転現象」です。ここで

注意をしておく必要のある問題があります。YによるZに

対する譲渡担保権設定は、Xによる仮差押登記の直後で

したよね。何か気になりませんか。

Ｑ：Xによる仮差押登記がある以上、Zに対する譲渡担保権

設定は「相対的無効」なので、Xに対して効力を主張でき

ません。それなのに、Xによる仮差押登記の直後に、Zは

譲渡担保を原因とする所有権移転登記をしています。X

に対して権利行使ができないのに、慌てて譲渡担保権の

設定をする。確かに、何か気になりますね。

Ａ：仮に、Zが慎重な債権者であれば、Yに対して7000万円

もの債権があるのであれば、事前に譲渡担保を設定する

と思いませんか。

Ｑ：Xによる仮差押登記の直後に、慌てて登記をしているくら

いです。Xに仮差押登記をされるよりもっと早く、Zが登記

をしていてもおかしくないですね。

Ａ：抵当権設定登記であれば、登記簿に被担保債権の発生

時期や債権額などの記載が必要です。しかし、譲渡担保

を原因とする登記の場合には、原因債権に関する記載は

不要です。そのため、被担保債権がいつ発生したのか、債

権の総額がいくらかなどが、登記簿上では全く不明なの

です。この点も気になりますね。

Ｑ：そうなのですね。Zが本当に被担保債権を有する上で譲渡

担保を原因とする登記をしたのか。何となく怪しい感じも

してきました。

Ａ：本件のような事案で、本当に被担保債権があり、譲渡担

保契約を締結する事案もあります。ただ、かなり怪しい事

案があることも事実です。本件のような事案で、債務者で

あるYからXに対して、次のような「怪しい和解提案」がさ

れることもあります。実は、これが「罠」なのです。特に気を

付けなければなりません。

 ■ 債務者からの「怪しい和解提案」の「罠」

Ａ：Xによる仮差押えから強制執行手続完了までの間に、Y

から「Yは資金繰りに窮しています。近いうちに破産の申

し立てをする予定です。Xのほかにもかなり多くの債権者

がいます。仮にYが破産になるとすると、Xの破産配当額

は、おそらく200万円にも満たないと思われます。そこで、

今であれば、Xに400万円を支払うことが可能です。YがX

に400万円を支払うのと引き換えに、Xによる強制執行を

取り下げてもらえないでしょうか」とする和解提案があっ

たとします。Xとしてはどうしますか。

Ｑ：Yが破産すると200万円しか配当がありません。倍額の

400万円で和解することは、一見すると有利に思えます

よね。

Ａ：Yが本当に破産するのであればそうですね。その場合で

あっても、予想破産配当額の2倍もの支払を受ける和解

をすることの問題については、後で議論をしましょう。と

ころで、Yは本当に破産すると信じていいと思いますか。

Ｑ：言われてみればそうです。何か引っかかりがあります。

Ａ：Yの提案どおりの和解をしたのに、Yが破産しなかったと

します。この場合、Xの権利はどうなりますか。

Ｑ：Xは、和解条件に従って強制執行を取り下げてしまってい

ます。そうすると、Yが破産しないのであれば3000万円の

配当を受けることができたのに、和解金の400万円しか受

領できません。ただ、Xとしては、Yが騙して和解をしたとし

て、詐欺による取消し（民法96条1項）ができませんか。
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Ａ：おそらく、和解契約書には、単に「ＹはＸに解決金として

400万円を支払う。Ｘは、解決金の受領と引き換えに強

制執行を取り下げる。ＸとＹとの間には、他に何らの債権

債務がないことを確認する」とのみ記載するのだと思い

ます。

Ｑ：和解契約書には「Ｙが近く破産申立てをする前提」である

ことは記載されないのですね。

Ａ：もちろんそうなりますね。したがって、Ｙは、「Ｘを騙して

などいない」と確実に主張してきます。ただ、詐欺による

和解契約の取消しが認められる可能性はもちろんあり

ます。

Ｑ：しかし、そうなったとしても、ＸがＹから残額を回収できる

ようになるかは別問題ですね。

Ａ：そのとおりです。Ｙの他の資産から回収することが可能

であるとしても、このような「破産するといいながら破産

せずに、Ｘの優先的な権利を放棄させる」ような「虚偽の

提案」をするＹです。他の資産を隠してしまっている可能

性が極めて高いです。

Ｑ：確かにそうですね。仮に他の資産から回収するにしても、

調査などに多大な時間や費用がかかりますね。そうなら

ないための権利保全である「仮差押え」でした。しかし、

それが機能しなくなってしまいますね。

Ａ：ここが重要な点なのですが、「強制執行の取下げを和解

の条件」としていることに違和感はないですか。そもそ

も、本当にＹが破産をするのであれば、「強制執行の取下

げを和解の条件」とする必要はありますか。

Ｑ：本当に破産手続が開始するのであれば、「Ｘの強制執行

は、Ｙの破産手続開始によって自動的に失効」するのでし

たね。あえて、破産の前に強制執行を取り下げる必要はな

いですね。

Ａ：そうなのです。これこそがＹによる「罠」なのです。

Ｑ：なるほど。本当にＹが破産するつもりであれば、「Ｘの強制

執行は自動的に失効」します。わざわざ「強制執行の取下

げを和解の条件」とする必要など全くないですね。

Ａ：「強制執行の取下げを和解の条件」としていること自体

が、「Ｙには本当は破産するつもりなどありません」と言っ

ているようなものです。「破産を前提とする和解提案」と

言いながら、その提案条件の中に「本当は破産するつも

りがない」という矛盾したことを「同時に述べている」の

と同じです。「和解提案」が「罠」であることを、「提案条

件」の中で「明示的に述べている」という意味では、「巧妙

な罠」ではなく、実は「稚拙な罠」なのです。

Ｑ：しかし、Ｙから「近い時期に破産する」という前提で和解

提案があると、そのまま信じてしまいそうな気もします。翌

日に破産されてしまえば、200万円しか回収できません。

このような状況を突然知らされれば、Ｘとしても慌ててし

まいます。そうすると、このような和解提案自体が「巧妙

な罠」であるといえると思います。

Ａ：確かにそのとおりです。最初にも述べました。一般的に、

民事執行法・民事保全法・倒産法の分野については、必ず

しも精通していないことも多いです。そうした中で、「破

産」という「一種の緊迫状態」を前提として、「Ｙが破産す

るので、その前に、Ｘにとって少しでも有利な和解提案を

します」と持ちかけられると、Ｘとしては平常心を失いか

ねません。

Ｑ：おそらく、このような提案をしてくるＹは、かなり「場慣れし

ている」感じがしますね。

Ａ：おそらく、そのような「罠」を提案する協力メンバーが背後

にいると思われますね。
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 ■ ＹとＺの共謀の可能性

Ｑ：ここで気になるのは、ＹとＺの関係です。これまでの議論

を前提にすると、本件の和解提案には、Ｚも関与している

ようにも思えますね。

Ａ：そのとおりです。

Ｑ：そもそも、Ｚは本当にＹに対して債権を有しているのです

かね。

Ａ：そこが問題です。先ほども述べましたが、Ｚの担保権は、

登記簿に被保全権利の内容が一切記載されない譲渡担

保を原因とするものです。

Ｑ：債権の存在を偽装しやすい手続を利用したという可能性

がありますね。

Ａ：ＺがＹに対して本当に債権者である可能性があることも

否定はできません。しかし、これまで議論してきた経緯か

らすると、ＹとＺは一体となって行動している可能性が高

いです。

Ｑ：仮にＹとＺが共謀しているとすれば、3000万円を回収し

たＺが、一定の手数料を受け取った上で、Ｙに返金するの

でしょうね。

Ａ：そうなりますね。「巧妙な罠」がなければ、ＹはＰの所有権

を失い、競売の配当金3000万円は全てＸのものでした。

それが、Ｘが「巧妙な罠」に引っ掛かると、3000万円がほ

とんど丸々、Ｙの手元に戻ってくることになります。

Ｑ：この場合、Ｐを競売にしないことも考えられますね。例え

ば、Ｚに対してＰを代物弁済するなどです。

Ａ：そのとおりです。競売にすると時価よりも低額で競落され

てしまいます。Ｚに対してＰの所有権を移転する手段とし

て代物弁済は十分にあり得ますね。

Ｑ：ＹとＺが一体であれば、Ｐの所有権をＺに移転しておくこ

とは、Ｙにとって問題ないですからね。

 

 ■ 和解受諾が否認権行使の対象となる危険性

Ａ：今までは、「Ｙが破産しなかった」前提で議論をしました。

しかし、最後に、念のため、Ｙが本当に破産してしまった

場合のことを議論しましょう。この場合、破産の直前にＸ

がＹから400万円の弁済を受けることに問題はない

ですか。

Ｑ：Ｙが破産状態にあることをＸが認識した上で、予想配当

額が200万円であると告げられたのに、400万円を受け

取ったことの問題ですね。

Ａ：破産法上、何か問題になりませんか。

Ｑ：否認権の問題があります。

Ａ：偏頗行為否認である「支払不能後の義務行為」（破産法

162条1項1号）に該当する可能性があります。

Ｑ：本当にＹが破産したのであれば、400万円の支払を受け

ておいて良かったと、一瞬は思いました。しかし、否認権

行使の対象になる可能性があるのですね。Ｘとしては、こ

のような和解に応ずるということは、Ｙが破産してもしな

くても、踏んだり蹴ったりですね。

Ａ：そのとおりです。債権者として、債務者から色々な提案を

受けることがあると思います。しかし、慎重に検討しない

と、後になって予想もしないような大きな不利益を被る可

能性があります。くれぐれも慎重な検討をした上で対応す

る必要があります。

6
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第3 おわりに

実際の実務においては、本件のような執行妨害案件が頻

繁に起きていると言っても過言ではありません。相手方は、緊

迫状態を演出して、考える時間を与えることなく、一見すると

当方にとって有利に思われるような提案をしてきます。このよ

うな提案が「巧妙な罠」なのではないか。そのように考えて検

討してみることが不可欠です。このような「巧妙な罠」の「和

解提案」をしてくる場合は、その前の段階で「何となく怪しい」

と感ずる場面があるはずです。

もちろん、信頼できる相手方からの真摯な和解提案がなさ

れることも当然ありますし、そのような場合の方が多いと思

います。しかし、「巧妙な罠」に陥ることによる被害は甚大で

す。常にそのような兆候を見逃さない注意力を発揮すること

が必要になると思われます。

本記事の議論によって、民事執行法・民事保全法・倒産法

に関する知識を悪用した「巧妙な罠」に陥らないよう注意す

る一助にしていただければ幸いです。

以上
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グローバル機関投資家等の株主総会への
出席に係る定款変更例

変更前 変更後

（下線部参照）

第1 はじめに

本稿では、近年のコーポレートガバナンスの進展、それに呼応

するようなアクティビスト株主の活発化等を踏まえ、主に上場会

社を対象として、①株主総会の円滑な運営のための備え、②株

主総会後のガバナンス強化への対応、③コロナ禍等の不測の

事態への備えの3つの観点から、定款・（定款の委任に基づく）

株式取扱規程・取締役会規則に関し、定時株主総会を見据え

て見直しを行うべきポイントをご紹介します。

なお、本稿における規定例の多くは、多くの上場会社において

採用されている全国株懇連合会（全株懇）モデル注）1に筆者が

若干の調整を加えたものですが、実際に採用される際は、各会

社に応じた更なるカスタマイズが必要になる点にご留意ください。

第2 株主総会の円滑な運営のための備え

 ■ 議決権の代理行使に関する制限

　　【定款・株式取扱規程】

株主は株主総会の議決権行使を代理人に委任できるところ

（会社法310条1項）、株主総会が第三者により攪乱されること

を防止するため、会社は株主総会に出席できる代理人の資格や

数を制限することができると理解されており、多くの上場会社で、

代理人を名義株主1名に限る旨を定款に規定しています。

この点に関して、近年の会社と投資家との対話促進の流れ

の中で、全株懇が「グローバルな機関投資家等の株主総会への

出席に関するガイドライン」（2015年11月13日決定、2021年8

月27日改正）注）2を公表し、グローバルな機関投資家等が適法

に株主総会に出席するための具体的な方法として、実質株主で

ある機関投資家等による議決権の代理行使を可能とする旨を

定款に規定する方法を提示しています。株主総会に出席できる

範囲を明確にして法的安定性を高める観点から、当該規定を追

加することも検討に値します。

yuzo.ogata@ohebashi.com

大江橋法律事務所  弁護士／
カリフォルニア州弁護士

尾形 優造
▶PROFILE

1

【会社法】

定時株主総会を見据えた
定款・株式取扱規程・取締
役会規則の見直しポイント

注）1　全国株懇連合会『全株懇株式実務総覧〔第2版〕』2-34頁（商事法
務、2022）
注）2　https://www.kabukon.tokyo/data/data/guidelines/
￥guideline_2021_j.pdf

第●条（議決権の代理行使）

株主は、当会社の議決権を

有する他の株主1名を代理

人として議決権を行使するこ

とができる。

（新設）

第●条（議決権の代理行使）

（現行どおり）

2.前項の規定にかかわらず、

取締役会において定める株

式取扱規程に定めるところに

より、信託銀行等の名義で株

式を保有し自己名義で保有し

ていない機関投資家は、株主

【定款】
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グローバル機関投資家等の
株主総会への出席に係る規定例

【株式取扱規程】

第●章　グローバル機関投資家等の総会出席

第●条（定義）

定款第●条第2項に規定される「信託銀行等の名義で株

式を保有し自己名義で保有していない機関投資家」（以下

「グローバル機関投資家等」という。）とは、法人その他の団

体であって以下の各号に定める者のうち、当会社の株式に

係る議決権行使の指図権限を現に有する者とする。但し、

当該者が指図権限を有する議決権について、議決権を代

理行使する株主総会において当該者以外に議決権行使

の指図権限を有する者がいない者に限る。

（1）信託銀行の名義で株式を保有し、自己名義で保

有していない機関投資家又は当該機関投資家と

の投資一任契約に基づき投資指図権を有する者

（2）投資信託及び投資法人に関する法律第2条に定

める委託者指図型投資信託の委託会社

（3）証券保管銀行（カストディー）若しくは証券会社等

（ノミニー）の名義で株式を保有している日本国外

に所在する機関投資家又は当該機関投資家との

投資一任契約に基づき投資指図権を有する者

第●+1条（グローバル機関投資家等による議決権の代理行使）

グローバル機関投資家等は、次条から第●+4条までの要

件及び手続を満たすことを条件として、当会社の株主総会

に出席して議決権を代理行使する（以下単に「議決権を代

理行使する」という。）ことができる。

第●+2条（議決権を代理行使できるグローバル機関投資

家等の員数）

議決権を代理行使することができるグローバル機関投資家

等は、株主名簿に記録された株主（以下「名義株主」とい

う。）1名につき1名とする。

2.前項の規定にかかわらず、同一の株主総会において議

決権の代理行使を希望するグローバル機関投資家等が名

義株主1名につき複数存在する場合において、合理的な理

由により当会社が複数名の出席を必要と認めた場合には、

グローバル機関投資家等1名につき1名の出席を認めるこ

とができる。

第●+3条（グローバル機関投資家等及び名義株主による

合理的協力）

議決権の代理行使を希望するグローバル機関投資家等

は、直接又は名義株主若しくは常任代理人を経由して株主

総会の2週間前までに当会社にその旨を通知しなければな

らない。

2.議決権の代理行使を希望するグローバル機関投資家等

及びその名義株主は、グローバル機関投資家等が株主総

会に出席しても当該総会における議決権の集計その他の

総会運営が正確にかつ円滑になされるよう、当会社に対し

て合理的な協力を行うものとする。

第●+4条（提出書類等）

議決権の代理行使を希望するグローバル機関投資家等

は、その名義株主又は常任代理人と協働して、次の各号の

書類を当会社があらかじめ指定した者宛てに提出するもの

とする。

（1）委任状

（2）当会社が定める様式の議決権代理行使に関する証明書

（3）本人確認書類

総会に出席してその議決権

を代理行使することができる。
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単元未満株式についての権利制限に係る
定款変更例

変更前 変更後

（新設） 第●条（単元未満株式につ

いての権利）

当会社の株主は、その有す

る単元未満株式について、

次の各号に掲げる権利以

外の権利を行使することが

できない。

（1）会社法第189条第2

項各号に掲げる権利

（2）株主の有する株式数

に応じて募集株式の

割当て及び募集新

株予約権の割当てを

受ける権利

（4）職務代行通知書その他当会社が要請する書面

2.前項の場合において、日本国外に所在するグローバル機

関投資家等であって、名義株主が作成した書類を常任代

理人を通じて当会社に提出するときは、当該常任代理人に

よる当該書類の作成の真正を証する書類を併せて提出す

るものとする。

3.前二項に掲げる書類の提出期限は以下のとおりとする。

（1）写し　株主総会の3営業日前までに提出する

（2）原本　株主総会当日に持参して提出する

 ■ 単元未満株式についての権利制限【定款】

単元未満株式についての権利に関しては、定款で規定するこ

とにより、会社法189条2項各号に定められた権利以外の権利

の全部又は一部を付与しないことが認められています（同項柱

書）。例えば、単元未満株式について各種書類（定款及び株主

名簿を除く）の閲覧・謄写請求権等の権利を認めない場合、認

める権利を列挙し、それ以外の権利は認めない旨規定することが

考えられます。

 ■ 株主提案権の行使に関する制限【株式取扱規程】

（1）字数制限

株主提案に係る提案理由及び役員選任議案等に関する一

定の事項については、株主総会参考書類にその全部を記載す

ることが適切でない程度の多数の文字、記号その他のものを

もって構成されている場合には、その概要を記載すれば足り（会

社法施行規則93条1項柱書）、会社があらかじめ定めた分量を

超える場合も同様とされています（同項括弧書）。旧商法時代に

存在した400字以内という制限を下回らない限り、直ちに不合

理な制約と評価されることはないと考えられることから、400字の

字数制限を株式取扱規程において設けることが考えられます。

2

3

（下線部参照）
【定款】

【株式取扱規程】株主提案に係る提案理由を参考書類に
　　　　　　　記載する場合の字数制限に関する規定例

第●条（株主提案議案の株主総会参考書類記載）

株主総会の議案が株主の提出によるものである場合、会社

法施行規則第93条第1項により当会社が定める分量は次

の各号のとおりとする。

（1）提案の理由

     各議案につき400字

（2）提案する議案が役員選任議案の場合における株主

総会参考書類に記載すべき事項

     各候補者につき400字
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【株式取扱規程】株主確認の方法に係る規定例

第●条（株主確認）

株主（個別株主通知を行った株主を含む。）が請求その他株

主権行使（以下「請求等」という。）をする場合、当該請求等

を本人が行ったことを証するもの（以下「証明資料等」とい

う。）を添付し、又は提供するものとする。但し、当会社におい

て本人からの請求等であることが確認できる場合はこの限り

でない。

2.当会社に対する株主からの請求等が、証券会社等及び機

構を通じてなされた場合は、株主本人からの請求等とみなし、

証明資料等は要しない。

3.代理人により請求等をする場合は、前二項の手続のほか、

株主が署名又は記名押印した委任状を添付するものとす

る。委任状には、受任者の氏名又は名称及び住所の記載を

要するものとする。

4.代理人についても第1項及び第2項を準用する。

注）3　竹林俊憲編『一問一答 令和元年改正会社法』63頁（商事法務、
2020）
注）4　http://www.kabukon.net/pic/study_2020_09.pdf

（2）10を超える数に相当することとなる数の議案の決定方法

令和元年改正会社法において、株主提案権の濫用的な行

使を制限するため、取締役会設置会社の提案株主が議案要領

通知請求権の行使により提出しようとする議案の数が10を超え

る場合、会社は10を超える数に相当することとなる数の議案に

ついて、議案要領通知請求を拒絶できるとする規定が新設され

ました（会社法305条4項前段）。提案株主が10を超える議案を

提出した場合、どの議案が個数制限に抵触し、拒絶されることに

なるかについては、株主があらかじめ議案相互間の優先順位を

定めている場合はこれに従い、それ以外の場合には取締役が定

めるものとされています（同条5項）。

取締役が拒絶対象の議案を定める方法については、事前に

何らかのルールを設けておかなければ、混乱が生じるおそれがあ

るため、あらかじめ株式取扱規程に定めておくことが考えられ、合

理的な決定方法として、立案担当者解説注）3では、以下のような

規定が例示されています。

（3）株主確認方法

会社は、代理権を証明する方法を定めることができるため（会

社法施行規則63条5号）、上場会社の多くは、あらかじめ定款

及び株式取扱規程をもって代理権を証明する方法を定めていま

す。なお、「証明資料等」については、全株懇が公表している「株

【株式取扱規程】10を超える数に相当することとなる数の
　　　　　　　議案の決定方法に関する規定例

第●条（株主提案権の個数制限）

議案を、原則として、株主が記載している順序に従って、横書

きの場合には上から（縦書きの場合には右から）数えて決定

するものとするが、議案が秩序立って記載されていないなど、

その順序を判断することが困難である場合には、取締役が任

意に選択するものとする。

主本人確認指針」（2008年12月5日決定、2020年10月16日

最終改正）注）4において、証明資料や確認方法について例示さ

れています。
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【定款】責任限定契約に係る定款変更例　（下線部参照）

変更前 変更後

第●条（社外取締役との

責任限定契約）

当会社は、会社法第427

条第1項の規定に基づき、

社外取締役との間に、会

社法第423条第1項の規

定に定める損害賠償責任

を限定する契約を締結する

ことができる。但し、当該契

約に基づく賠償責任の限

度額は、法令が規定する

額とする。

第●条（社外監査役との

責任限定契約）

当会社は、会社法第427

第●条（取締役との責任

限定契約）

当会社は、会社法第427

条第1項の規定に基づき、

取締役（業務執行取締役

等であるものを除く。）との

間に、会社法第423条第1

項の規定に定める損害賠

償責任を限定する契約を

締結することができる。但

し、当該契約に基づく賠償

責任の限度額は、法令が

規定する額とする。

第●条（監査役との責任

限定契約）

当会社は、会社法第427

条第1項の規定に基づき、

社外監査役との間に、会

社法第423条第1項の規

定に定める損害賠償責任

を限定する契約を締結する

ことができる。但し、当該契

約に基づく賠償責任の限

度額は、法令が規定する

額とする。

条第1項の規定に基づき、

監査役との間に、会社法第

423条第1項の規定に定

める損害賠償責任を限定

する契約を締結することが

できる。但し、当該契約に基

づく賠償責任の限度額は、

法令が規定する額とする。

 ■ 買収防衛策に関する規定の改廃【定款】

買収防衛策の導入に際しては必ずしも定款の定めを要するわ

けではありませんが、取締役会設置会社では、会社法に規定す

る事項及び定款で定めた事項に限り株主総会において決議で

きるとされていることを踏まえ（会社法295条2項）、株主総会の

決議による買収防衛策導入の法的根拠を明確にするために、あ

らかじめ定款に定めを設けている会社が相当数あります。

近年では買収防衛策に係る議案に対して議決権行使助言

会社や機関投資家から厳しい判断が示される傾向があります。

これに加え、経済産業省が2023年8月31日に公表した「企業

買収における行動指針」注）5において、買収防衛策（同指針では

「対応方針」）が事前に開示されていることで、導入企業は（望ま

しい買収も含めて）潜在的な買収先候補から除外されている可

能性があり、経営への外部からの規律が弱まるという指摘が紹

介されていることも踏まえ、買収防衛策を更新せずに当該定款

の定めを廃止することも考えられます。

2

第3 株主総会後のガバナンス
　　強化への対応

 ■ 責任限定契約の導入・対象範囲の拡大【定款】

平成26年会社法改正により、責任限定契約を締結できる役

員の範囲が拡大され、非業務執行取締役や社外監査役でない

監査役についても、定款の定めにより責任限定契約を締結可

能になりました（会社法427条1項）。優秀な役員の確保及び経

営判断等に関する萎縮効果の排除によりガバナンス強化を図

るべく、責任限定契約を導入したり、対象役員の範囲を拡大した

りする例が増えております。

1

注）5　https://www.meti.go.jp/press/2023/08/20230831003/
20230831003.htmlご参照。
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【定款】買収防衛策に係る定款変更例　　（下線部参照）

変更前 変更後

第●条（新株予約権無償

割当ての決定機関）

当会社の株主総会におい

ては、法令又は定款に別

段の定めがある事項をその

決議により定めるほか、買

収防衛策の基本方針をそ

の決議により定めることが

できる。

2.当会社は、新株予約権

無償割当てに関する事項

について、取締役会の決

議による場合のほか、株主

総会の決議又は株主総会

の決議による委任に基づく

取締役会の決議により決

定することができる。

3.第1項における買収防

衛策とは、当会社が資金

調達又は業務提携等の事

業目的を主要な目的とせず

に新株又は新株予約権の

発行を行うことにより当会

社に対する買収の実現を

困難にする方策のうち、当

会社の企業価値ひいては

株主共同の利益を損なう

おそれのある者による買収

が開始される前に導入され

るものをいう。また、導入と

（削除）

は、買収防衛策としての新

株又は新株予約権の発行

決議を行うなど買収防衛策

の具体的な内容を決定す

ることをいう。

 ■ 取締役会議長の柔軟化【定款】

定款上、代表取締役社長が取締役会議長を務めるとの規定

例も珍しくないですが、ガバナンス強化の観点から、業務執行取

締役ではなく社外取締役が取締役会議長を務める例も近年増

加しています。

その時々で最適なガバナンス体制を構築できるように、取締役

会議長（及び取締役会の招集権者）について、代表取締役社

長に決め打ちしない形に変更することが検討されます。

【定款】取締役会議長に係る定款変更例　 （下線部参照）

変更前 変更後

第●条（取締役会の招集

権者及び議長）

取締役会は、法令に別段

の定めがある場合を除き、

取締役社長がこれを招集

し、議長となる。

第●条（取締役会の招集

権者及び議長）

取締役会は、法令に別段

の定めがある場合を除き、

取締役会の決議によって

あらかじめ定めた取締役が

これを招集し、議長となる。

3

 ■ 取締役会決議事項【取締役会規則】

（１）補償契約の内容の決定・D&O保険契約の内容の決定

令和元年会社法改正において、補償契約の内容の決定（会

社法430条の2第1項）及び役員等賠償責任保険契約（いわゆ

るD&O保険契約）の内容の決定（同法430条の3第1項）は、

取締役会決議を要する事項とされました。

4
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D&O保険に加入されている会社が多いと思われますが、

D&O保険と補償契約とでは、カバーされる範囲や支払までの手

続等を比較すると一長一短があるため、役員の改選時期である

定時株主総会の機会に、役員が萎縮することのない適切なイン

センティブ付けができているか、自社の現状に照らし検討すること

が望まれます。

なお、D&O保険契約を更新する際には改めて契約内容を決

定することになるため、取締役会決議を要するという指摘があり

ますので、契約更新も漏れないように取締役会決議事項として

規定しておくことが穏当です。

（2）取締役会付議基準の絞込み

近年、ガバナンス強化の観点から社外取締役の増員等を通じ

た監督機能の向上が求められています。これに伴い、取締役会

の役割も意思決定機能を重視したマネジメント・モデルから、監

督機能を重視したモニタリング・モデルに移行することが想定さ

れ、その場合個別具体的な業務執行に関する事項については

業務執行側にその権限を委任することになるため、数値基準の

引き上げや対象範囲の限定などにより取締役会付議基準をより

重要なものに絞り込むことが考えられます。

第4 コロナ禍等の不測の事態へ
　　の備え

 ■ バーチャルオンリー株主総会【定款】

上場会社は、経済産業大臣及び法務大臣の確認を受けて注）6、

株主総会を「場所の定めのない株主総会」とすることができる旨

を定款に定めることで、バーチャルオンリー株主総会が開催可能

になります（産業競争力強化法66条1項）。定款変更なしにバー

チャルオンリー株主総会を開催可能とする特例措置は2023年

6月16日をもって終了しているため、実際にバーチャルオンリー株

主総会を開催するか否かにかかわらず、感染症拡大や天災地変

の発生等の不測の事態に備え、定款変更をしておくことが考え

られます。

なお、議決権行使助言会社であるISS（Ins t i t u t i ona l  

Shareholder Services）が、「バーチャルオンリー型株主総会

の開催を感染症拡大や天災地変の発生に限定する場合」を除

き、原則として反対推奨することとしていることを踏まえ、そのよう

な限定を明記することも考慮に値します。

注）6　経済産業省「場所の定めのない株主総会（バーチャルオンリー株主
総会）に関する制度」（https://www.meti.go.jp/policy/economy/
keiei_innovation/keizaihousei/virtual-only-shareholders-meeting.
html）ご参照。

1

【定款】バーチャルオンリー株主総会に係る定款変更例（下線部参照）

変更前 変更後

第●条（招集）

定時株主総会は毎年6月

に招集し、臨時株主総会

は必要がある場合にこれを

招集する。

（新設）

第●条（招集）

（現行どおり）

2.当会社の株主総会は、

場所の定めのない株主総

会とすることができる。

【OR】

2.当会社は、感染症拡大

又は天災地変の発生等に

より、場所の定めのある株

主総会を開催することが、

株主の利益にも照らして
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適切でないと取締役会が

決定したときには、株主総

会を場所の定めのない株

主総会とすることができる。

剰余金の配当の決定機関の変更に係る
定款変更例

変更前 変更後

（新設） 第●条（剰余金の配当等

の決定機関）

当会社は、法令に別段の定

めのある場合を除き、取締

役会の決議により、剰余金

の配当等会社法第459条

第1項各号に定める事項を

定めることができる。

（下線部参照）
【定款】

 ■ 剰余金の配当の決定機関の変更【定款】

コロナ禍等の不測の事態によって期末決算業務に遅延が生じ

ると、定款上、事業年度末日時点の株主に対して剰余金の配当を

行う旨の基準日の定めがあるにもかかわらず、基準日から3か月以

内に配当決議ができずに、基準日株主に対して剰余金の配当がで

きないという事態に陥り、株主に不利益が生じる可能性があります。

このような事態への備えとして、会社法459条1項に基づき、

株主総会のみならず取締役会でも剰余金の配当の決定を行え

る旨の定款の定めを設けておくことが考えられます。当該規定を

設けるためには、取締役の任期が1年である必要があるため

（同柱書第1括弧書）、この点も含めた定款変更を要する場合が

あります。

なお、会社法460条1項に基づき、剰余金の配当の決定権限

を株主総会から奪う場合はもちろん、これを奪わない場合でも会

社の機関設計によっては反対（反対推奨）する機関投資家や議

決権行使助言会社も存在するため、機関投資家等の動向を注

視する必要があります。

2

第5 おわりに

株式会社の定款・株式取扱規程・取締役会規則といった会

社機関に関する規程については、会社法改正の際に見直され

るのが通例ですが、本来的には日々進化し続ける自社のコーポ

レートガバナンスの在り方に即したカスタマイズが必要になります。

多くの上場会社が定時株主総会を控えられ、会社機関に関

する規程の参照頻度が高まる時期かと思います。これらの規程

が自社のコーポレートガバナンスの在り方に即した内容になって

いるか、本稿がその点を見直す契機となれば幸いです。

以上
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第1 はじめに

消費者の財産的被害等の集団的な回復のための民事の裁

判手続の特例に関する法律（以下「消費者裁判手続特例法」と

いいます。）は、消費者被害を集団的に回復するための裁判手

続を定める民事訴訟法の特別法です。この法律は、平成28年

に施行されましたが、令和4年に改正法が成立し、令和5年10月

1日から改正法が施行されています。法改正に伴い、今後、この

法律の利用件数が増えることが予想されますが、企業の皆様に

とっては、まだ知名度は高くはないと思われます。本稿では、令和

4年改正も踏まえつつ、この法律の概要と、企業側の対応として

留意すべき事項について解説します注）1。

第2 手続概観

一般的に、消費者被害は、同一の事業者の行為によって、多

数の消費者に同種の被害が発生するという性質があります。消

費者裁判手続特例法は、このような消費者被害の特徴に着目

し、効率的な被害回復を目的として、以下の二段階の手続を用

意しています（消費者団体訴訟制度（被害回復）。以下「本制

度」といいます。）。

①相当多数の消費者に生じた財産的被害等について、事

業者が、これらの消費者に共通する事実上・法律上の原因

に基づき、金銭支払義務を負うか否かを判断する手続（共

通義務確認訴訟）

②上記①の結果を前提として、個々の消費者における請求

権の存否及び内容を確定する手続（簡易確定手続）

①の共通義務確認訴訟は、内閣総理大臣の認定を受けた特

定適格消費者団体（以下「団体」といいます。）が原告となり、事

業者を被告として訴えを提起することにより開始します。共通義

務確認訴訟は、後述するとおり、多様性、共通性及び支配性と

いう本制度特有の訴訟要件を満たす必要があります。

共通義務確認訴訟において、事業者の金銭支払義務が確

認された場合、その後の手続では、個々の消費者ごとに具体的

な支払額を確定することになります。②簡易確定手続は、簡素化

された審理によって、個々の消費者における請求権の存否及び

内容を確定するための手続です。

簡易確定手続では、消費者の手続参加を促すために、団体

による通知・公告や、事業者による通知・公表等の情報提供が

行われます。団体は、情報提供を受けて手続に参加する対象消

費者等からの授権に基づき、裁判所に対して債権届出を行いま

す。事業者は、届出債権について認否をし、事業者が認めた債

権についてはそのまま確定しますが、事業者が認めない債権に

ついて、団体から事業者の認否を争う旨の申出がある場合は、

裁判所の決定により、対象債権等の存否及び内容が確定され

naoya.kobayashi@ohebashi.com

大江橋法律事務所 弁護士

小林 直弥
▶PROFILE

【消費者裁判手続特例法】

消費者裁判手続
特例法と企業対応

注）1　令和4年改正により、一定の場合には、事業者以外の個人（法人で
ある事業者の事業監督者や被用者）も被告にできることとなりました（消費者
裁判手続特例法3条1項5号、3項3号）。法律では、事業者と個人を併せて
「事業者等」と定義されていますが（同法2条4号）、本稿では、読みやすさの
観点から特に区別せず「事業者」を用います。
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ることになります。

裁判所による決定に対して不服がある当事者は異議申立て

をすることができ、異議申立てにより、通常訴訟に移行します。

第3 共通義務確認訴訟提起前
      における対応

団体は、消費者から消費者被害に関する情報提供を受けた

り、国民生活センターが運営するPIO-NET（全国消費生活情報

ネットワークシステム）注）2による情報収集等を通して、対象とす

る事案を選定します。

消費者裁判手続特例法は、共通義務確認訴訟の提起前に、

団体から事業者に対して、事前に通知等をすることは求めていま

せん。もっとも、団体は、訴え提起前に事業者に対して確認書や

申入書等を送付し、事前交渉をするのが一般的です。この中で、

事実関係や事業者の法的見解、自主的な返金等の対応の有

無やその意向等が確認され、必要があれば、事業者による自主

的な返金等の対応が求められます。実際に、事業者が、団体と

の事前交渉を踏まえて自主的に返金等の対応を講じることによ

り、一定の被害回復が図られるケースも多くあります。

事業者としては、このような団体との事前交渉に応じる法的義

務はありませんが、申入書や事業者の回答書等については、団

体のHP等で公表される可能性があることから、団体との事前交

渉には真摯に対応する必要があります。団体の主張が妥当では

ない場合には、データや法的見解等を示して十分に反論する必

要がありますが、自社の行為に問題があると考える場合には、訴

訟に至った場合のレピュテーションリスク等も考慮した上で、返

金等の自主対応を行い、訴訟に移行する前に解決することも検

討する必要があります。

第4 対象となる請求権

 ■ 総論

この制度の対象となる請求は、事業者が消費者に対して負う

金銭の支払義務であって、消費者契約に関する以下の請求で

す（消費者裁判手続特例法3条1項）。

①契約上の債務の履行請求

②不当利得に係る請求

③契約上の債務の不履行による損害賠償の請求

④不法行為に基づく損害賠償の請求

①契約上の債務の履行請求や②不当利得に係る請求につ

いては、基本的には契約上の地位の実現や原状回復にとどまり

ますが、③及び④の損害賠償請求については、無限定に範囲が

拡大するおそれがあります。そこで、事業者の予測可能性を確保

し、簡易確定手続における審理の煩雑を避けるため、③及び④

については、拡大損害、逸失利益、生命・身体損害と一部の慰

謝料が、本制度の対象から除外されています（消費者裁判手続

特例法3条2項）。

なお、消費者は、本制度の対象外とされた損害に係る賠償請

求について、自ら別訴を提起することは可能であり、その中で、共

通義務確認訴訟で認められた事実関係や事業者の責任原因を

引用する可能性はあります。事業者としては、このような可能性も

踏まえて、共通義務確認訴訟における対応は慎重に行う必要が

あります。

1

注）2　消費者から消費生活センターに寄せられる消費生活に関する苦情相
談情報（消費生活相談情報）の収集を行っているシステム。
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 ■ 慰謝料

令和４年改正前は、慰謝料については一律に本制度の対象

外とされていましたが、令和4年改正により、①慰謝料額の算定

の基礎となる主要な事実関係が消費者に共通するものであり、

かつ、②⒜財産的請求と併せて請求されるものであって、財産的

請求と共通する事実上の原因に基づく場合か、又は⒝事業者

の故意によって生じた場合のいずれかに該当する場合には、本

制度の対象になることとされました。

例えば、大学入試の受験生たる消費者が事前説明なく性別

等により一律に得点調整を受けたような事案において、受験料

相当額等と併せて請求される慰謝料は、①及び②⒜を満たし、

本制度の対象になると考えられています注）3。

また、法改正の過程では、過失による個人情報漏洩事案を本

制度の対象に含めるか否かが大きな議論となりました。結果とし

て、改正法は、個人情報漏洩事案か否かで対象範囲を画するこ

とはしていません。しかし、一般的な個人情報漏洩事案では、単

に個人情報が漏洩したのみでは、慰謝料以外の財産的損害は

発生しないことが多いため、基本的には、事業者が故意に個人

情報を漏洩したのでない限り、本制度の対象にはならないと考え

られます。

ここでの「事業者の故意」とは、事業者が、精神的苦痛を生じ

させる被害を発生させることになることを認識しながら、あえて不

法行為を行った場合が想定されています。例えば、事業者が本

人の同意なくその個人情報をいわゆるカモリストとして名簿屋に

売却したような事案における慰謝料等が、これに該当します注）4。

事業者の過失（重過失を含む）にとどまる場合は要件を満たさ

ないため、外部からの攻撃による情報漏洩や過失による情報漏

洩（例えば、従業員による業務用ノートパソコンの紛失や、Web

上での操作ミスにより、顧客情報がインターネットにおいて閲覧

可能となっていた場合等）は、対象に含まれません。また、内部者

の不正による情報漏洩（例えば、元従業員が個人情報を盗み出

し、外部に売却していた場合等）については、従業員に故意があ

るということから直ちに事業者の故意が認められるわけではない

と考えられます。

 ■ 不当表示

訴訟には至っていませんが、団体からの申入れ事案としては、

景品表示法上の不当表示事案が多いです。特に、景品表示

法違反の優良誤認表示を行っていたとして、消費者庁が事業

者に対して措置命令を行ったところ、団体は、これらの表示は、

重要事項の不実告知（消費者契約法4条1項1号）にも当たる

ため契約は取消し得るなどとして、商品代金を消費者に返金す

るよう申し入れる事案が多く存在します注）5。

不当表示の対象が低額の商品である場合、本制度を利用す

ると団体にとって費用倒れになることから、団体により共通義務

確認訴訟が提起されることは現実的ではありません。しかし、景

品表示法違反を理由に行政処分がされている場合には、既に

事業者のレピュテーションには大きな影響が生じています。事業

者としては、さらなるレピュテーションの低下を回避するために、自

主的な返金対応を含めて団体からの申入れに対して慎重に対

応する必要があります。

2

3

注）3　伊吹健人ほか「消費者裁判手続特例法改正の概要」NBL1224号
77頁。
注）4　伊吹ほか・前掲注3・77頁。
注）5　例えば、消費者支援機構関西が、葛の花由来イソフラボンを機能性
関与成分として痩身効果を標ぼうする機能性表示食品について優良誤認表
示を理由に消費者庁から措置命令を受けた販売業者に対して、重要事項の
不実告知に当たるとして購入者への通知と返金を申し入れた事案（2018年
3月9日）など。
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第5 共通義務確認訴訟に
      特有の訴訟要件

 ■ 多数性

本制度は、相当多数の消費者に生じた財産的被害等を集団

的に回復するための制度であることから、共通義務確認訴訟を

提起するには、財産的被害等が「相当多数の消費者に生じた」

ことが必要です。一般的な事案では、 数十人程度であれば、多

数性の要件を満たすと考えられています注）6。

 ■ 共通性

個々の消費者の事業者に対する請求を基礎付ける事実関係

が、その主要部分において共通であり、かつ、その基本的な法的

根拠が共通であることが必要です。個々の消費者に関する損害

や因果関係については、個々の消費者ごとにその有無を判断す

べきものであるため、簡易確定手続で審理されます。したがって、

共通義務確認訴訟の訴訟要件として、個々の消費者に関する

具体的な因果関係や損害が共通している必要はありません。た

だし、3で後述するとおり、個別の損害や損失、因果関係の有無

等の「個々の消費者の事情」が消費者ごとに多様であるため、

簡易確定手続において相当程度の審理を必要とすると判断さ

れる場合には、支配性の要件を満たさないとして、訴えが却下さ

れる可能性はあります。

 ■ 支配性

共通義務確認訴訟に係る請求を認容する判決をしたとして

も、簡易確定手続において対象債権の存否及び内容を適切か

つ迅速に判断することが困難である場合には、共通義務確認訴

訟は却下されます（消費者裁判手続特例法3条4項）。

例えば、請求権の発生が個別事情に係っている場合（契約不

適合責任の追及において、商品ごとに不具合の存否や程度が

異なる場合等）、請求権の額が個別事情に係っている場合（過

払金返還請求において、消費者ごとに借入金の額や返済時期

が異なる場合等）、請求権に対する抗弁が個別事情に係ってい

る場合（詐欺的勧誘を理由とする不法行為に基づく損害賠償

請求において、消費者ごとに契約締結に至る経緯や属性などの

個別事情により過失相殺の判断が左右される場合）が挙げられ

ます注）7。

第6 和解

 ■ 令和4年改正による和解の柔軟化とその影響

令和4年改正前においては、共通義務確認訴訟における和

解の対象は、共通義務の存否に限定されていました。そのため、

請求の認諾又は放棄に近い和解しかすることができず、和解は

現実的ではありませんでした。団体としても、共通義務確認訴訟

における和解が期待できない以上、ひとたび訴えを提起すれば、

費用・時間をかけて訴訟追行しなければならず、訴訟提起への

ハードルは高いものでした。

令和4年改正により、和解内容の制限が撤廃され、より柔軟

な和解が可能となりました。これにより共通義務確認訴訟におけ

る和解も一定程度期待できることから、団体としては、事前

1

1

2

3

注）6　消費者庁消費者制度課編『一問一答消費者裁判手続特例法』
17頁（商事法務、2014）。
注）7　消費者庁消費者制度課編・前掲注6・36-37頁。なお、最判令和6
年3月12日裁判所HP参照（令和4年（受）1041号）は、虚偽又は実際と
は著しくかけ離れた誇大説明により情報商材を販売したとする不法行為事
案について、個々の対象消費者ごとに個別に過失相殺や因果関係を審査
する必要あり、支配性を欠くとして訴えを却下した原判決を破棄し、事件を
第１審に差し戻しました。
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交渉で一定の結論が出ない場合には、訴え提起という判断を採

りやすくなったといえます。他方、事業者としても、共通義務確認

訴訟が提起されたとしても、和解により早期解決を図ることで訴

訟追行の負担を軽減することができますし、和解内容次第では、

レピュテーションへの影響を軽減することもできます。事業者とし

ては、これまでどおり、訴え提起前の事前交渉において団体と和

解をするということはあり得ますが、訴え提起後に、裁判所が開

示する心証も踏まえながら、和解を検討するという選択肢もと

り得ることになります。

 ■ 和解の類型

共通義務確認訴訟における和解の類型としては、以下のもの

が考えられます。

（1）和解金債権の存在を認める和解

責任（共通義務）の有無に言及することなく、一定の和解金

債権支払いを約する和解です。事業者としては、共通義務の存

在については認められないという場合でも、一定の和解金債権

の支払いを約することで訴訟を終結させることができます。また、

前記第4・1のとおり、本制度においては、拡大損害、逸失利

益、生命・身体損害と一部の慰謝料は対象から除外されている

ため、これらの損害については、消費者が本制度外で別訴を提

起する可能性がありますが、和解において和解金債権支払いの

みを約し、責任（共通義務）の有無には言及しなければ、当該別

訴において和解の結果が事業者の不利に利用されることを回

避することができます。

（2）事業者が支払う総額を定める和解

事業者としては、事業者が支払う総額を定める和解をすること

により、リスクコントロールが可能になります。もっとも、支払総額

が損害総額に足りない場合等には、個々の消費者が支払いを

受けられる金額は、手続に参加する消費者の人数により変動し

得ることになります。したがって、このような和解を行うことの合理

性が求められるほか、この点について消費者に対して十分な情

報提供をすることが重要となります。

（3）第三者に寄付をする和解

第三者に寄付をする和解は、事業者の手元に不当な取引に

より得た利益を残さず、事業者のレピュテーションの回復に資す

るものといえます。もっとも、個々の消費者の被害救済が本制度

の原則であることから、このような和解を行うのは、合理的な方法

によっても消費者への支払いが現実的にかなわない場合や、和

解による救済を選択した消費者が見込みより少なかったことなど

により残余金が生じる場合等が念頭に置かれています注）8。寄

付先は、消費者団体訴訟等支援法人に限って許容されていま

す（消費者裁判手続特例法89条2項）。

（4）その他の和解

その他、事案によっては、事業者が消費者に金銭以外の財産

的利益（クーポンなど）を提供する和解や、金銭の支払いによら

ない解決（例えば、契約期間の延長や料金の割引といった方法

による解決等）等も考えられます。

また、一般的な和解であれば、口外禁止条項等が定められま

すが、本制度では、対象消費者等への情報提供（消費者裁判

手続特例法26条以下）や、他の団体に対する通知（同法84

条）が予定されているため、これらの条項に違反しない範囲・事

項についてのみ口外禁止条項等を定めることができると考えら

れます。

2

注）8　例えば、事業者の売上簿等から対象となる消費者の人数は把握でき
るが、個々の消費者の氏名、住所及び連絡先や取引の記録が残っておらず、
一般的な情報提供によっても全ての消費者が和解を認識することが期待で
きない場合などに、事業者が支払う解決金の総額を定めつつ、残余金を寄付
するといった内容の和解が考えられます。
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第7 おわりに

消費者被害を発生させないことが一番ですが、有事に備え、

平時の段階から、本制度の理解を深めておくことは重要です。本

稿が、本制度に対する理解を深める一助となれば幸いです。

以上
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